
様　式　イ

平 成 18 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）
　新まちづくり計画における「創業チャレンジ支援事業｣は商店
街振興策の一環としての空き店舗対策のために、創業者が空
き店舗に入居することを推し進める融資制度を設けることによ
り、既存の創業・独立開業資金よりも一層手厚く創業者の支援
を行う資金の創設の検討を行っていた。
　しかし、創業支援事業を、空き店舗対策に特化する意義や
空き店舗対策に特化しなかった場合の既存の創業・独立開業
資金との整合性など、未整理の部分について検討してきたが、
既存の「創業・独立開業支援資金」で十分対応できると考えら
れ、別途「創業チャレンジ支援事業｣として新たな融資制度を
設立することを取りやめた。
　ただし、平成18年度から創業・独立開業者の支援強化のた
め、「創業・独立開業支援資金」の融資対象をこれまでの「創業
者または創業後1年未満の者」から「創業者または創業後3年
未満の者」に拡充を図ることとした。
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平 成 16 年 度 事 業 内 容 （ 決 算 ） 平 成 17 年 度 事 業 内 容 　（ 決 算 ）
　制度の枠組みを既存融資制度との整合性を図りながら検討。 　制度の枠組みを既存融資制度との整合性を図りながら検討

中。
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＜年 度 別 の 事 業 内 容＞　創業時の資金面での支援を充実させるため、商店街で小売業・飲食
店及びサービス業を開業する者で一定の要件を満たした事業者に対
し、無担保融資制度を創設する。
　○　融資限度額　５００万円
　○　融資期間　 　５年以内

札幌元気基金事業（創業チャレンジ支援事業）

経済局産業振興部産業振興課　大門　211-2356

全　　体　　計　　画　　(　　当　　初　　)

担 当

新 ま ち づ く り 計 画 （ H16 ～ 18 ） 事 業 総 括 調 書

19 年 度 以 降 の 方 向 性 ( 事 業 予 定 )
　創業・独立開業資金で対応する。

施策体系ｺｰﾄﾞ 1-1-3 事 業 名
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予　算　事　業　名( 小 事 業 名 )

関　　連　　予　　算　　事　　業　　内　　訳

経・臨 枠内外 16年度 17年度 18年度 計

主　な　施　設、　サ　ー　ビ　ス　等　の　整　備　水　準

18 年 度 末
( 実 績 )

17 年 度 末
( 実 績 )

16 年 度 末
( 実 績 )

15 年 度 末
( 現 状 )

項　　　　　　目

実　績

計  画  と  の  差  異  (　予　算　・　事　業　内　容　・　規　模　・　時　期　等　)

［全   体］［16年度］［17年度］［18年度］
　平成16年度は商店街等における空き店舗対策として、創業者が空き店舗に入居することを推し進める融資制度を設けることによ
り、既存の創業・独立開業資金よりも一層手厚く創業者の支援を行う資金の創設の検討を行っていた。
　しかし、創業支援事業を、空き店舗対策に特化する意義や空き店舗対策に特化しなかった場合の既存の創業・独立開業資金との
整合性など、未整理の部分について検討してきたが、既存の「創業・独立開業支援資金」で十分対応できると考えられ、別途「創業
チャレンジ支援事業｣として新たな融資制度を設立することを取りやめた。

18 年 度 末
( 目 標 )

国 ･ 道 支 出金

事 業 費

財

源

内

訳

市 債

そ の 他

一 般 財 源

国 ･ 道支 出金

事 業 費

財

源

内

訳

計　画 市 債

そ の 他

一 般 財 源

0
0
0
0

0
0
0

16 年 度

0

0
0

0
0

17 年 度

0

0
0
0

0

18 年 度

1,000

100
900
0
0
0

0
0
0
0

0
0
100
900

1-1-3

計

1,000

項  目

事　　業　　費　　の　　推　　移

事 業 名札幌元気基金事業（創業チャレンジ支援事業）施策体系ｺｰﾄﾞ
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